
　

中
小
企
業
・
小
規
模
事
業
者

の
税
負
担
を
軽
減
す
る
た
め
、

事
業
者
の
保
有
す
る
建
物
や
設

備
の
２
０
２
１
年
度
の
固
定
資

産
税
及
び
都
市
計
画
税
を
、
事

業
収
入
の
減
少
幅
に
応
じ
、
ゼ

ロ
ま
た
は
1
／
２
と
し
ま
す
。

【
減
免
対
象
】

・
事
業
用
家
屋
及
び
設
備
等
の

　

償
却
資
産
に
対
す
る
固
定
資

　

産
税
（
通
常
、
取
得
額
ま
た

　

は
評
価
額
の
１
．
４
％
）

・
事
業
用
家
屋
に
対
す
る
都
市

　

計
画
税
（
通
常
、
評
価
額
の

　

０
．
３
％
）

【
中
小
企
業
者
・
小
規
模
事
業

　

者
と
は
】

　

資
本
金
の
額
又
は
出
資
金
の

額
が
１
億
円
以
下
の
法
人
。

　

資
本
又
は
出
資
を
有
し
な
い

法
人
又
は
個
人
は
従
業
員
１
千

人
以
下
の
場
合
。
た
だ
し
、
大

企
業
の
子
会
社
等
は
対
象
外
と

な
り
ま
す
。

【
申
告
方
法
・
申
告
期
限
】

　

中
小
事
業
者
等
は
、
認
定
経

営
革
新
等
支
援
機
関
等
や
税
理

士
や
公
認
会
計
士
に
、
➀
中
小

事
業
者
等
で
あ
る
こ
と
、
②
事

業
収
入
の
減
少
、
③
特
例
対
象

家
屋
の
居
住
用
・
事
業
用
割
合

に
つ
い
て
、
確
認
を
受
け
ま
す
。

　

事
業
者
は
、
対
象
設
備
の
所

在
す
る
各
地
方
自
治
体
が
定
め

る
申
告
書
様
式
を
利
用
し
て
、

認
定
経
営
革
新
等
支
援
機
関
等

か
ら
申
告
書
を
発
行
し
て
も
ら

い
、
２
０
２
１
年
１
月
以
降
に

申
告
期
限
（
２
０
２
１
年
２
月

１
日
）
ま
で
に
固
定
資
産
税
を

納
付
す
る
市
町
村
に
必
要
書
類

と
と
も
に
、
軽
減
を
申
告
し
ま

す
。

　

各
自
治
体
が
定
め
る
申
告
書

様
式
は
所
在
の
市
町
村
の
Ｗ
Ｅ

Ｂ
ペ
ー
ジ
な
ど
か
ら
入
手
し
て

下
さ
い
。

【
認
定
経
営
革
新
等
支
援
機
関

　

へ
の
申
告
書
類
】

➀
中
小
事
業
者
（
個
人
、
法
人
）

　

で
あ
る
こ
と

■　

個
人
に
つ
い
て
は
、
㋐
常

　

時
使
用
す
る
従
業
員
が
１
千

　

人
以
下
で
あ
る
こ
と
、
㋑
性

　

風
俗
関
連
特
殊
営
業
を
行
っ

　

て
い
な
い
こ
と
を
申
告
書
の

　

誓
約
事
項
で
確
認
。

■　

法
人
に
つ
い
て
は
、
㋐
資

　

本
金
等
要
件
を
満
た
す
こ
と
、

　

㋑
大
企
業
の
子
会
社
で
な
い

　

こ
と
、
㋒
性
風
俗
関
連
特
殊

　

営
業
を
行
っ
て
い
な
い
こ
と

　

を
申
告
書
の
誓
約
事
項
で
確

　

認
。

②
事
業
収
入
の
減
少

■　

会
計
帳
簿
等
で
、
２
０
２

　

０
年
２
月
～
10
月
ま
で
の
任

　

意
の
連
続
す
る
３
ケ
月
の
期

　

間
の
事
業
収
入
の
合
計
が
前

　

年
同
期
間
と
比
べ
て
減
少
し

　

て
い
る
こ
と
を
確
認
。

③
特
例
対
象
家
屋
の
居
住
用
・

　

事
業
割
合

■　

青
色
申
告
決
算
書
・
収
支

　

内
訳
書
等
で
、
特
例
対
象
家

　

屋
の
居
住
用
・
事
業
用
割
合

　

を
確
認
。

【
対
象
者
・
軽
減
率
】

　

中
小
事
業
者
（
個
人
、
法
人
）

に
つ
い
て
、
２
０
２
０
年
２
月

～
10
月
の
任
意
の
連
続
す
る
３

ケ
月
の
期
間
の
事
業
収
入
の
合

計
が
、

　

・
前
年
同
期
比
▲
30
％
以
上

　
　

50
％
未
満
の
場
合

　
　
　

⬇
１
/
２
軽
減

　

・
前
年
同
期
比
▲
50
％
以
上

　
　

の
場
合
⬇
全
額
免
除

２０２０年２月～１０月までの任意の
連続する３ケ月間

の事業収入の対前年同期比減少率

５０％以上減少

３０％以上５０％未満

減
免
率

全額

２分の１

新型コロナ感染症の影響で

事業収入が減少している

新型コロナ感染症の影響で

事業収入が減少している

中小企業・小規模事業者に対する中小企業・小規模事業者に対する中小企業・小規模事業者に対する

固定資産税等の減免！固定資産税等の減免！固定資産税等の減免！

中
小
企
業
庁

詳
し
い
こ
と
や

軽
減
申
告
書
は

あ
な
た
の
市
町
村
の

Ｗ
Ｅ
Ｂ
ペ
ー
ジ
を

ご
参
照
下
さ
い
。

詳
し
い
こ
と
や

軽
減
申
告
書
は

あ
な
た
の
市
町
村
の

Ｗ
Ｅ
Ｂ
ペ
ー
ジ
を

ご
参
照
下
さ
い
。

製作:中小企業庁HP参照

≪申告の流れ≫

中小事業者等中小事業者等中小事業者等

認定経営革新等

支援機関等

認定経営革新等

支援機関等

認定経営革新等

支援機関等

市町村市町村市町村

➀
確
認
依
頼

②
申
告
書
発
行

令和３年２月１日まで

③軽減申告

↓

１．中小事業者等であることの確認（法人の場合）

２．事業収入の減少の確認（２０２０年２月～１０月までの連続す
　　　る３ケ月の期間の事業収入の合計が前年同期間と比べ３０％又は５０
　　　％以上減少していることを会計帳簿で確認）

３．特例対象の居住用・事業用割合の確認
　　　（特例の対象資産について事業専用部分を決算書、収支内訳書等を用

　　　 いて確認）

申告に基づいて

軽減を実施[ ]

公社・長井法人会


